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設問Ⅱ‐１‐２ 自治体数 比率 
１．変化している 25  37.9％ 
２．変化していない 23  34.8％ 
３．わからない 18  27.3％ 














































































設問Ⅲ－１－４ 自治体数 比率 
１．要望・交渉したことがある  6  13.0％ 
２．要望・交渉したことがない 40  87.0％ 
合 計 46 100.0％ 




























































































































 7 7.3％ 
レベル４ 学校管理職育成のための研修又は大学教育プログラム等を大
学と共同開発する 
 3 3.1％ 
そのほか  4 4.2％ 




























Ⅳ‐１‐７ 自治体数 比率 
１．要望・交渉はしたことがある  8 14.3％ 
２．要望・交渉はしたことがない 48 85.7％ 





































































































































国立教育研究所（National Institute of Education, NIE ※位置付けとしては大学所属）が，

































































































































































































































































































































































会である。調査は，2013 年 5 月 15 日から 2013 年 6 月 20 日にかけて実施された。 
回収率（表１－１－２参照）は，2013年 9月 6日時点において，都道府県が47自治体（100.0％），







 送付機関数 回収自治体数 回収率 
都道府県 47 47 100.0％ 
政令指定都市 20 19 95.0％ 


















            表１－２－１ 学校管理職育成の担当課 
関与している担当課 数 業務内容 
教職員課 37 学校管理職選考業務の実施，研修の企画 
義務教育課 18 学校管理職選考業務 











設問Ⅰ‐２ 自治体数 比率 
１．設置したことがある 12 18.2％ 
２．設置したことがない 54 81.8％ 















































教育 地域 管理 経営 汎用 
18 3 4 9 10 
混合 
重視型 
教育・管理・経営 教育・経営・汎用 教育・経営 教育・地域 
3 1 5 1 
教育・汎用 経営・管理 経営・汎用 地域・管理 
5 1 5 1 
  
上記の表１－２－４からもわかるように，「教育に関連する能力」を重視している自治体が最も























設問Ⅱ‐１‐２ 自治体数 比率 
１．変化している 25 37.9％ 
２．変化していない 23 34.8％ 
３．わからない 18 27.3％ 

















































































































































































































類型 自治体数 比率 
着任前研修・任用前研修のどちらも行っている自治体 3  4.7％ 
任用前研修を行っている自治体 5  4.7％ 
着任前研修を行っている自治体 11 17.2％ 
着任前研修・任用前研修のどちらも行っていない自治体 47 73.4％ 











































































































































































































表１－２－１２  大学院派遣の明文化 
設問Ⅲ－１－２ 自治体数 比率 
１．明文化している  5 10.9％ 
２．明文化に向けて検討中である  0 0.0％ 
３．明文化していない 41 89.1％ 
合 計 46 100.0％ 




























設問Ⅲ－１－４ 自治体数 比率 
１．要望・交渉したことがある  6 13.0％ 
２．要望・交渉したことがない 40 87.0％ 
合 計 46 100.0％ 
































設問Ⅲ－２－１ 自治体数 比率 
１．増やしたい  9 21.4％ 
２．現状維持で良い 33 78.6％ 
３．減らしたい  0 0.0％ 
合 計 42 100.0％ 



















































































































































































f．市区町村校長会             j．大学の同窓会 
  











＜II 群が最も「貢献している」と考える割合が高く，III 群が最も割合が低い＞ 
 
a．教育事務所                c．市区町村教育委員会 
   
p値 = 3.164e-07              p値 = 0.0002045 
 
e．都道府県内のブロックの校長会      b．都道府県・政令指定都市 
教育研究所，センター 
   






































d．処遇の改善による            g．有望な学校管理職候補者の 
学校管理職の魅力向上            大学院派遣研修 
    
















h．有望な学校管理職候補者の       J．研修において有望な学校管理職候補者 
派遣研修（大学院を除く）         を見極めるため，教育委員会として組織的・
計画的な取組を行う 
   














l．有望な学校管理職候補者に        b．自らの役割の重要性を現職学校 
主幹教諭等の経験              管理職に向けて喚起 
  
p値 = 0.01557                  p値 = 0.08437 
 
o．任用資格の変更による          p．民間人校長の導入の試み 
受験者層増加の試み 
   




a．協力して学校管理職候補者を       e．勤務負担軽減や権限拡大による 
育成する体制作り              学校管理職の魅力向上 
  






f．有望な学校管理職候補者の        m．教職員評価を通じて 
センター等研修               校長と情報共有を促進 
   


















































b. 選考試験の出願に際して推薦制      h. 選考合格者に対する任用前研修 
（民間人校長） 
    











i. 選考合格者に対する任用前研修      j. 選考合格者に対する着任前研修 
（民間人校長を除く）           （民間人校長） 
   
p値 = 0.1525               p値 = 0.3238 
 
m. 選考合格者に対する派遣研修       n. 選考試験とは別の任用審査の実施 
（大学院を除く） 
   




d. 勤務実績が合否の判断材料        e. 研修履歴，研修における 
取組等が判断材料 
   






















c. 選考試験の出願に際して自己推薦制    g. 実績報告書（受験者が作成）が 
合否の判断材料 
     





















































e. 新任学校管理職に対して         g. 統括校長等による 
教育委員会が訪問指導            学校管理職への指導助言 
    








c. 新任か否かを問わず           d. 学校管理職登用後の派遣研修 
管理職全員対象の研修 
       





i.他県の事例も含めて学校管理職の      k.校長会等の独自の運営による校長会 
先駆的実践の紹介・共有の促進        等における情報共有の支援 
    











f. 学校管理職を支援するための       h. 学校管理職向けのガイドブック 
外部アドバイザー制度 
       








b. 任用初年度以降，            l. 民間企業の経営者等を 
複数年の管理職研修             研修会で活用 
         
p値 = 0.5534                p値 = 0.4764 
 
n. 教育委員会に学校管理職の学校経 
営の指導を行う専門ポストを設け支援             
         
































① 学校管理職候補者の           ② 学校管理職選考のステージ 
育成・確保のステージ 
         
p値 = 0.5506                    p値 = 0.742 
 
③ 現職学校管理職の研修のステージ      ④ 総合的な観点 
          




















I 群                   II 群 
































































































の教育研究所・センターであり，機関の長宛てに送付した。調査は，2013年 5月から 2013年 6














 送付機関数 回収自治体数 回収率 
都道府県 47 44 93.6％ 
政令指定都市 20 17 85.0％ 
合 計 67 61 91.0％ 


























設問Ⅰ‐２ 自治体数 比率 
１．ある 33 55.0％ 
２．ない 27 45.0％ 
合 計 60 100.0％ 











設問Ⅰ‐３ 自治体数 比率 
１．設置したことがある 18 29.5％ 
２．設置したことがない 43 70.5％ 
















設問Ⅱ‐１ 自治体数 比率 
１．実施している 49 80.3％ 
２．実施していない 12 19.7％ 
































































設問Ⅱ‐４ 自治体数 比率 
１．実施している   20 32.8％ 
２．実施していない 41 67.2％ 











































設問Ⅱ‐７ 自治体数 比率 
１．実施している 60 98.4％ 
２．実施していない  1 1.6％ 






























































































































 7 7.3％ 
レベル４ 学校管理職育成のための研修又は大学教育プログラム等を大
学と共同開発する 
 3 3.1％ 
そのほか  4 4.2％ 
合 計 96 100％ 
                                                   
4 大脇康弘「大学と教育委員会のパートナーシップ―スクールリーダ ・ープロジェクト（SPL)の実践を中心に」（『日


































































Ⅳ‐１‐７ 自治体数 比率 
１．要望・交渉はしたことがある  8 14.3％ 
２．要望・交渉はしたことがない 48 85.7％ 
合 計 56 100.0％ 









Ⅳ‐１‐８ 自治体数 比率 
１．全く実現していない 1 12.5％ 
２．余り実現していない 0  0.0％ 
３．やや実現している 3 37.5％ 
４．非常に実現している 4 50.0％ 





























Ⅳ‐２‐１ 自治体数 比率％ 
１．連携を増やしたい 20 36.4％ 
２．現状維持でよい 35 63.6％ 
３．連携を減らしたい  0  0.0％ 
合 計 55 100.0％ 






























































a. 教育委員会（本庁）                b. 教育事務所 
      
p値 = 0.305                p値 = 0.001181 
 
c. 教育研究所・センター               d. そのほか 
     
p値 = 0.7887                p値 = 0.1434 

























図２－３－３ 検討委員会等の設置  
 
























I 群                   II 群 




































フィッシャーの正確検定によると p値 = 0.5223となり，統計的に必ずしも有意とは言えない
が，I 群が他の群に比較して，より「１．実施している」と回答する傾向が見られる。 
 このステージにおいて，実際にどのような研修が行われているのかを尋ねた設問Ⅱ‐５におい
て，各群ののべ研修数は，I群のべ 12件，II群のべ 12件，III群のべ 18件であった。実施して

















































べ 130件であった。実施していると回答した自治体の平均実施研修数は I群 3.2件，II群 4.6件，




I 群                   II 群 












































① 学校管理職候補者の           ② 学校管理職選考のステージ 
育成・確保のステージ 
    
p値 = 0.6848                 p値 = 0.03442 
 
⑤  現職学校管理職の育成のステージ     ④ 総合的な観点 
    











I 群                   II 群 


























































図２－３－８について，フィッシャーの正確検定によると p値 = 0.8476となり，統計的に必
ずしも有意とは言えないが，III群が他の群に比較して，より「２．要望・交渉したことがない」
と回答する傾向が見られる。要望・交渉の実現具合に関する図 21について，フィッシャーの正確

























































大学院名 訪問日時 聞き取り調査対応者 
大阪教育大学 2013年 5月 28日 越桐國雄理事，大脇康弘教授，大学院修了生 
九 州 大 学  2013年 6月 4日 八尾坂修教授，元兼正浩教授 
京都教育大学 2013年 5月 29日 
2013年 6月 29日 
高乗秀明副学長，竺沙知章教授 
大学院修了生 
鳴門教育大学 2013年 6月 10日 佐古秀一教授，久我直人教授 






























































































































































































表４－１－１ 設置者別の学校数及び在籍者数（平成 24年 5月現在） 
 小学校 中学校 高等学校 
学校数（校） 在籍者数（人） 学校数（校） 在籍者数（人） 学校数（校） 在籍者数（人） 


















































































































































                                                   






で除した割合）は昭和 58 年度（104.8％）を皮切りに 100％超となり，平成元年度（107.3％）を頂点に平成 7年
度（102.0％）まで続いた．入学定員は平成元年度以降一貫して減少し続けており，定員充足率は平成 17 年度
（82.5％）まで下降し続け，近年は持ち直して平成 24年度は 88.5％となっている． 


















表４－１－２ 私立学校管理職を対象とした主な研修（平成 25年度） 






























１８０名 ５０名 ５０名 ６０名 













































































































                                                   
11 このことに関連して，公立学校教員には教育公務員特例法により「教員の経験に応じて実施する体系的な研修





























  第２条 本会は，全国各都道府県中学校長会相互が緊密な協調を保ち，中学校教育の振興を
図り，国家社会の発展に寄与することを目的とする。 
○全国公立学校教頭会会則 

























































































































































































































































































民間人校長は，平成 24年 4月現在，全国に 89名（教員免許「教育に関する職」なし）おり，
30か所の都道府県及び政令指定都市で配置されている。もっとも多くの人数を配置している自治
体は大阪府の 15名，続いて神奈川県の 10名，横浜市の 8名である。その一方で 1名のみ配置の
自治体も 14か所ある。校種別では，高等学校が最も多く 42名，小学校が 32名，中学校が 11名，


























 横浜市では，平成 16年度に特別選考として民間人の選考を行い，平成 17年度から市内の小中
学校（各 1名）に配置した。横浜市では，従来の発想にとらわれない新たな学校経営を実現し，
                                                   
13 民間人校長任用のあり方検討委員会，『今後の都立高校における民間人校長任用のあり方』，平成 19 年 3月 
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14 民間人校長及び行政職校長検証委員会，『横浜市公立学校における民間人校長及び行政職校長登用制度の在り
方について』，平成 23年 3月 







 平成 25年度採用 平成 26年度採用 
募集人数 ・ 内部と外部の区別なく 50名を募集定
員とした。 




任用数 ・ 内部と外部の区別なく上位 63名から
合格とした。 
・ その結果，外部 11名，内部 52名の合
格（内部は年度途中の補充を考慮して
多めに合格とした） 




応募要件 ・ 内部：満 57歳以下，現大阪市立学校
の教頭又は教育委員会事務局の指導
主事経験 








・ 内部については，満 59歳以下 



















（＊１）平成 25年度採用選考の 1次から 3次までの内容 
 第 1次：書類選考 
     ＊自己 PR及び志望理由，レポート（私の考える学校経営），人物，教育的見識，組織
マネジメント力などの観点で選考 
     ＊レポート及びレポート以外のそれぞれに評価基準（大阪市 小学校・中学校 校長
公募 書類選考 評定表）を定めて評価を行った。レポートは，1 名のレポートを
2名（教委内の管理職）で評価した。 
 第 2次：個人面接 
     ＊3 人体制（教育委員 1名，教委幹部 2名）で面接 
     ＊人物，教育的見識，組織マネジメント力などの観点で選考 
 第 3次：個人面接 
     ＊4 人体制（外部面接官 1名，教育委員 1名，教育長，教育次長） 
     ＊外部面接官は，関西生産性本部人材開発委員会の委員長・副委員長会社の方々 
＊人物，教育的識見，組織マネジメント力などの観点で選考 
 















































































































































２．東京都の統括校長の制度   




































































































































































































































































































































































































































表 横浜市立学校一覧（平成 25年 4月 1 日） 
区分 小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 合計 
 
校数 
本校 342 147 9 12 510 
分校   1   1 - -   2 
計 343 148 9 12 512 
 











































































制 定 平成 21 年 3 月 17 日 
教教人 第 2331 号 
 
（目的） 
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 （施行期日等） 










発協力機構（OECD）においも，2008 年 17，2012 年 18と，学校管理職に求められる専門性や資質
能力，そして学校管理職の養成や研修等に関する国際的な調査研究を行い，報告書を発表してい
る。そのほかにも，学校管理職の養成や研修の在り方については，2000 年代初頭から様々な国際



















かし 1980 年代以降，学校を基盤とした学校経営（School-Based Management, SBM）や学力向上な
                                                   
16 Tony Bush, Preparing Headteachers in England : Professional Certification, not Academic Leaning, 
BELMAS, educational management administration & leadership, vol.41 No.4, July 2013, pp.453-465 
17 OECD, Improving School Leadership : Volume 1 : Policy and Practice, 2008，OECD, Improving School 
Leadership Volume 2 : Case Studies on System Leadership にまとめられている．日本では，有本昌弘監訳『ス
クールリーダーシップ 教職改革のための政策と実践』，明石書店，2009 年として翻訳されている． 
18 Andreas Schleicher, Preparing Teachers and Developing School Leaders for the 21st Cemtrury : Lessons 
from about the world, OECD, 2012 
19 国際比較を行っている主要な主要研究としての文献は次のものが上げられる． 
 ・Huber S (ed.), Preparing School Leaders for the 21st Century : An International Comparison of  
    Development Programs in 15 Counties, Routledge, 2004 
 ・Lumby J, Crow G and Pashiardis P (eds), International Handbook on the Preparation ans  
    Development of School Leaders, Routledge, 2008 
  ・Young M, Crow G, Murohy J, et al. (eds), Handbook of Research on the Education and School  
    Leaders, Routledge, 2009 
 ・Michael Barber, Renton Whelan, Michael Clark, Capturing the leadership premium, 2010, McKinsey 









 このような学校管理職像の変化を受けて，第 1 に多様な大学院での教育活動を共通で支える枠
組みとしてのスタンダードが全国的に策定されることとなった。第 2 に，学校管理職養成の主体
が，大学院だけでなく，大学院を基盤としない NPO などへも拡大し，多様化している。 
 第 1 の全国的なスタンダードとしては，1980 年代以降，学校管理職の関連団体を中心に検討が
行われてきた 21。現在は，2008 年に州教育長協議会（Council of Chief State School Officers, CCSSO）
が設置した州間学校管理職資格付与協議会（Interstate School Leadership Licensure Consortium. 
ISLLC）が作成した『教育リーダーシップ政策基準（Educational Leadership Policy Standards  : 
ISLLC 2008）』（1996 年に出されたものを改編したもの）22に基づいて，各州（全ての州ではな
いが，1996 年の基準では 43 州で採用）が基準を策定し，それに基づき各養成機関が養成を行っ
ている。 






























                                                   
20 柴田聡史，大桃敏行，牛渡淳，「米国における学校指導者養成のオルタナティブ・プログラムの分析－マサチ


















































































大学教育実践研究 別刷』第 28 号，2011 年，279-287 ページより引用。 
 
 第 2 の学校管理職養成の主体の多様化については，前述した基準が作成されたことを背景とし
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て多様な取組が実施されている。例えば，New York City では，「Aspiring Principals Programme, APP」
が実施されている。 
 APP は，New York City Leadership Academy's（NYCLA）が実施しているプログラムである。
NYCLA は，2003 年に設立され 2008 年から公費運営されている NPO である。個別のニーズに応
じてたてられたコーチング内容によって学校管理職養成を行う。具体的には，三つのフェーズか




 ・個人的行動       ・弾力性       ・コミュニケーション 
 ・児童生徒の成績     ・問題解決      ・学習 
 ・専門的実践に関するアカウンタビリティ     ・管理 
 ・リーダーシップ開発   ・風土と文化     ・時間，業務，事業運営 
 ・技術 
 




ば，ボストン学区のBoston School Leadership InstituteのBoston Principal Fellowship，South Shore 
Educational CollaborativeのPrincipal Licensure Program，マサチューセッツ州初等学校長協会の







を管理する機関で，管理職及び教職員養成，研修プログラムの認定を行っているOntario College of 
Teachers（OCT）によって制定された管理職養成のためのPrincipal's Qualification Program（PQP）
に基づき大学等が養成プログラムを実施している。 






 ・モジュール 1：校長であることの意味は？ 
 ・モジュール 2：人事管理（教職員への指導） 
 ・モジュール 3：対人関係スキル，意思決定，データ活用 
                                                   
23 マサチューセッツ州の事例の詳細は，柴田，大桃，牛渡の前掲書 82-88 ページに記述されている． 
24 OCT, Ontario College of Teachers Principal's Qualification Program 2009, 2009, p.2 
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 ・モジュール 4：学校運営に関係する法律事項 
 ・モジュール 5：特別な児童生徒 
 ・モジュール 6：法律事項（児童生徒の保護） 
＜実習＞ 
 ・パート 1 での学習を振り返るために実際の学校現場を体験する時間 
 ・最低 60 時間の経験学習（20 時間はメンターや実際の管理職のジョブシャドーイングを行う） 
＜パート 2＞ 
 ・モジュール 7：人事管理（採用，職能開発） 
 ・モジュール 8：学校計画 
 ・モジュール 9：学校活動 
 ・モジュール 10：リーダーシップ 
 ・モジュール 11：コミュニティ 




 PQP を受講するためには，OCT に申請し承認を受けなければならない。5 年以上の教員経験に
加えて，修士号の取得あるいは OCT によって認定されている専門資格を取得しているなどの条件
がある。 
 例えば，オンタリオ大学教育学部（University of Toronto, Ontario Institute for Studies in Education, 
OISE）では，20 時間のオンラインでの学習と 75 時間のスクーリング（週末 5 回あるいは 2 週間），
30 時間の指導教官によるオンライン指導，60 時間の実習から構成されている。 
 
（３）イギリス（イングランド） 
 イギリスでは，1988 年の教育改革法（The Education Reform Act 1988）により自律的学校経営
（Local Management of Education, LMS）が導入されたことを受け，学校が全ての経営責任を負う
こととなり，日常的な経営の執行責任を持つ校長の経営力が重視されることとなった。そこで
1997 年に校長の専門職基準（National Standards for Headship）が制定され，その基準に基づく全国
校長資格プログラム（National Professional Qualification for Headship, NPQH）が導入された。さら
に，2000 年には，NPQH 等の学校管理職の養成に関する研修プログラムを一元的に開発し実施す
る機関として全国リーダーシップカレッジ（National College for School Leadership, NCSL）が開校
された。NPQH は 2004 年から，2009 年までに取得する義務が校長に課された。 
 2012 年にNCSLは教育省（Department for Education, DfE）のExecutive Agencyとしての位置付け






                                                   
25 末松裕基「イギリスにおけるスクールリーダーシップ開発の動向－校長の専門職基準・資格を中心に－」，日




 教育省により認証された管理職養成機関は現在 33 か所である 26。機関としては，高等教育機関，
民間組織，Teaching School（学校監査において「outstanding」という最高評価を受けた学校で，教
育及び研究開発機能を持つ優秀な学校として教育省から認定された学校）など多様な組織がある。 
 1997 年に制定された校長の専門職基準は，2000 年，2004 年に改訂された。2004 年の改訂にお










の基準の基づきNPQHも 2008 年に改訂された。その後，NPQHは 2012 年にも改訂され，現在に至
っている。現在は，NPQHと，ミドルリーダー養成のためのNational Professional Qualification for 
Middle Leadership（NPQML），National Professional Qualification for Senior Leadership（NPQSL）も
含めた三つの段階から構成される管理職養成のカリキュラムが整備されている（表５－２）。今
後は，この三つに加えて，レベル 4，レベル 5 も開発される予定である。 







 ＜必要項目＞                              ＜選択項目＞ 
 ・教授活動の改善をすること                ・ギャップの解消すること 
 ・効果的な学校を経営すること              ・カリキュラム開発すること 


























 シンガポールには，国立教育研究所（National Institute of Education, NIE）により提供される管
理職養成のプログラムとしてLeaders in Education Programme（LEP）がある 29。LEPは，6 か月間
のフルタイムのプログラムである。LEPの受講者は，副校長や教育省（Ministry of Education, MOE）
の職員として優秀な成績を持ち，教育省による試験と面接に合格した者である。修了後は新しい
学校での校長に就任する。受講料は全て教育省が負担する。 





  ・5M：道徳性，礼儀正しさ，創造性，総合性，規律性 
  
                                                   






 ・知識の引き金：プログラムの受講，会話，文献購読，海外視察，企業体験などにより知識の         
吸収が始まる  
 ・知識の発生源：組織学習，創造的活動プロジェクト（Creative Action Project, CAP）により知         
識の構築，共有，深め会いが起こる 















 ・教授学習の向上のための ICT の活用 
 
 教授方法としては，メンタリング，創造的活動プロジェクト（CAP），論文購読学習，ケース
















Australian Institute for Teaching and School Leadership（AITSL）が連邦政府によって設置された。そ
123 
 
して，2011 年にNational Professional Standards for Principalsをモデルとして提示した 30。しかし，
州により教育制度も異なり，大学院等での管理職養成が主流であるオーストラリアでは，AITSL
がNational Professional Standards for Principalsを発表した後に，10 か所の機関でパイロット事業を
行い，その効果検証を行い，普及に努めているのが現状である。 
















図５－１ National Professional Standards for Principals のモデル 
＜出典＞AITSL, National Professional Standards for Principals, 2011, p.5 より引用 
                                                   
30 National Professional Standards for Principals の制定過程やその間の議論，そして 10 カ所でのパイロット
事業の内容については，Stephen Dinham, Patricia Collarbone, Margery Evans and Anthony Mackay, The 
Development, Endorsement and Adoption of a National Standard for Principals in Australia, BELMAS, 






















イギリス カナダ アメリカ フランス ドイツ フィンランド シンガポール オーストラリア 韓国

















































































































































































































































































Dr Alison Taysum(アリソン・テイサム博士) 




本稿は次の 4 点の目的で作成されている。第 1 に英国の学校におけるリーダーシップとマネジ
メント政策を検証すること，第 2 に全国教授とリーダーシップカレッジ（National College for 
Teaching and Leadership：NCTL）が認定する全国全国学校長資格プログラムプログラム
（National Professional Qualification for Headship：NPQH）を通した英国における学校長を
対象とした研修制度の検証，第 3 にリーダーシップの養成と能力開発の代替的方策の検証，第 4
に研究結果の英国及びそのほかの条件に対する実際的な示唆に関する考察である。方法論として














































学校は今なお，2004 年児童法（Children’s Act 2004, Department for Children, Schools and 
Families：DCSF），2006 年児童法（Children’s Act 2006, DCSF），2011 年教育法（Education Act 
2011）及び 2005 年教育法（Education Act 2005, DCSF）と 2012 年 9 月に加えられた修正など
の政策を実行することが求められている。2005 年教育法と 2012 年 9 月の修正は，新たな説明責
任の枠組みを設定したことから特に重要であるといえる。教育水準局（Office for Standards in 
Education：Ofsted）の監査枠組みにおける新たな説明責任の枠組みは，2014 年の新しい全国共
通教育課程（Department for Education：DfE, 2013），中等教育修了資格資格（General 
Certificate of Secondary Education：GCSE）及び他のキ ・ーステージ 4（Key Stage 4：KS4, DfE, 
2013）資格を含む新たな評価と資格，新たな業績管理システム（DfE, 2012a），教員スタンダー
ド（DfE, 2012b），そして新たな助成モデル（DfE, 2013）とともに教育制度の一部を成している。 
政府は，モニタリング監査を実施する教育水準局を通して，学校理事会に説明責任を課してい








に対し監査を行う（James et al, 2013）。 
 
グンター他（Gunter et al, 2013）は，学校長の役割は一人の人物が担うには重責過ぎると主張
している。「変革型リーダーシップ（transformational leadership）」という考え方に重点的に投
資が行われた後，そのような英雄タイプのリーダーシップには批判的考察が必要であることを示
































































































































全国学校長資格プログラム（National Professional Qualification for Headship：NPQH）は
現在，全国教授とリーダーシップカレッジ（National College for Teaching and Leadership：
NCTL）により発行され，教育水準局により特定された優良校を含む，28 の資格付与機関より付
与されている（Bush, 2013）。 
ブッシュ（Bush, 2013）は，学校長の資格認定プロセスを三つの段階に区分している。第 1 段
階は 2004 年 4 月，2004 年児童法（Children’s Act 2004, DCSF）と同時期に導入され，初めて
133 
 
学校長職へ志願する者は NPQH への登録が義務付けられた。2009 年 4 月からは，初めて学校長
職に就任するものは全て NPQH を有していることが求められるようになった。2012 年 4 月以降
は，自治政策若しくは分離戦略とともに，学校長への就任においてもはや NPQH は必要ではな
くなった（Bush, 2013）。現行の NPQH は修正版であり，その修正は NPQH に対する批判に応
える形で実施された。その批判をブッシュ（Bush, 2013, p.458）は次のように説明する。 
 
• 学校長のような重要かつ複雑な役割に求められる知的水準に比べ，水準が低い
（Brundrett, 2000; Brundrett et al, 2006; Bush, 1998; 1999; 2006） 
• 資格の取得が「余りに当たり前（too basic）」であり「余りに簡単（too easy）」である（Bush, 
2006; Bush et al, 2007） 
• コンピテンシーへの依存が過度である（Brundrett, 2000） 
• 修士レベルのスクールリーダーシッププログラムとの連携が希薄である（Bush, 1998） 





（Credit Accumulation and Transfer：CAT）60CAT ポイントが付与され，これによりサーティ



















か月以内に学校長の候補者として認定されることである（Quality Through Leadership, 2013）。
「全国学校長資格プログラムゲートウェイ 1，採用 1，得られた教訓（NPQH Gateway Stage 1 
Intake 1: Lessons Learned）」と題する報告書は，1544 名がNPQHに申込みを行い，そのうち
1273 名が第 2 の開発段階への準備ができていると判断されたことを明らかにしている（Quality 
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座学に約 50 時間，実践学習に 20 時間，リーダーシップに焦点を置いた対面での活動に 15 時間，



























6. コミュニティの強化（DfES, 2004）. 
 
                                                   




































                                                   
32 著者は，学校経営管理者の全国組織（National Association of School Business Managers：NASBM）ととも
に，相当量の文献の検証と実践的研究を通した専門的な課題への対応に基づく，教育リーダーシップ学校経営管
理修士プログラムの設計を主導している．同プログラムは，正規の修士課程をもって修了するが，学生は修士レ
ベルの 60 単位分に相当するサーティフィケート（Postgraduate Certificate：PG Cert）と NASBM の専門資格
を得てプログラムを途中で修了することができる．この 60 単位モジュールは，実践的研究モジュールであるが，
本モジュールに関する詳細については，テイサム（Taysum, 2011）を参照されたい．この仕組みは，教育学にお
















しかし，ライスウッド・他（Leithwood et al, 2008）は，最も重大な影響を及ぼす教室での指導
に続き，学校長の存在が生徒の学習に対し2番目に重要な影響を及ぼすと指摘している。スタン





































































的アクセス（universal access to equitable achievement）」（p.2）を促進することはできないと
述べている。過去においては，基準とコンピテンシーはリストとして公表されていた。以下は，

































成績が他校のそれをしのいだことを明らかにしたエーリッヒ・他（Ehrich et al, 2013）によって



























2013）の深層民主主義という考え，ハーグリーブスとデニス（Hargreaves and Dennis, 2012）


































を果たす（James et al, 2013）。 
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都道府県・政令指定都市教育委員会 
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文部科学省国立教育政策研究所 
教員養成等の改善に関する調査研究（研究代表者） 
































【回答の送付先及び調査内容問合せ先】   
      文部科学省国立教育政策研究所 「義務教育諸学校の学校管理職任用・育成に関する調査」事務局 
















お名前 部署・役職名 電話番号 e-mail アドレス 

















































































































（貢献度）１.全く貢献していない  ２.余り貢献していない  ３.どちらとも言えない 













＜他の機関・団体等＞                 
例 都道府県内のブロックの教頭会 5 
例 派遣先の民間企業等 4 
  
  























































































































例１）学校管理職選考を実施し（8 月，10 月），合格者を名簿登載し（11 月），本人に通知した後
（11 月），任用前研修を行い（11 月～2 月），任用審査を実施（2 月），任用予定者を決定し
（3 月），任用予定者に対して着任前の研修を行う（3 月） 













（実施度）１.既に実施している  ２.実施に向けて検討中である  ３．実施していない 
「②学校管理職選考」のステージにおける手立て 回答欄（実施度） 
a. 学校管理職選考試験を実施する  
b. 学校管理職選考試験の出願に際して推薦制を導入する  
c. 学校管理職選考試験の出願に際して自己推薦制を導入する  
d. 勤務実績を合否の判断材料とする  
e. 研修履歴，研修における取組等を判断材料とする  
f. 校長推薦書等を合否の判断材料とする  
































（実施度）１.既に実施している  ２.実施に向けて検討中である  ３．実施していない 
「③現職学校管理職の育成」のステージにおける手立て 回答欄（実施度） 




c. 新任か否かを問わず学校管理職全員を対象とした研修を行う  
d. 学校管理職登用後の派遣研修を行う  






































（現状評価）１.課題が多い  ２.どちらかといえば課題がある  ３.どちらかといえば良














































*1（派遣候補者決定の在り方） １.対象者全員しっかい  ２.希望者全員  ３.推薦された全員   


















新任教頭 15 名   
（例）△△大学大学院高度教職実践
専攻学校経営コース 
教諭 2 名   
  名   
  名   
  名   
  名   





































































































平成 25年 5月 17 日 
都道府県・政令指定都市教育委員会 
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文部科学省国立教育政策研究所 
教員養成等の改善に関する調査研究（研究代表者） 































【回答の送付先及び調査内容問合せ先】   
      文部科学省国立教育政策研究所「義務教育諸学校の学校管理職育成のための研修に関する調査」事
務局 


























お名前 部署・役職名 電話番号 e-mail アドレス 

























































































（研修参加者決定の在り方）  １.対象者全員しっかい  ２.希望者全員  ３.推薦された全員   
４.教育委員会で決定  ５.そのほか 
プログラム名 主催 対象 人数 
研修参加者
決定 
（例）マネジメント研修  本庁教職員課 教諭 15 名 4 
（例）教務主任研修  教育センター 教諭 700 名 1 
   名  
   名  
   名  






































（研修参加者決定の在り方）  １.対象者全員しっかい  ２.希望者全員  ３.推薦された全員   
４.教育委員会で決定  ５.そのほか 







15 名 １ 
（例）教頭着任前研修  教育センター 任用前教頭 56 名 1 
   名  
   名  
   名  




































（研修参加者決定の在り方）  １.対象者全員しっかい  ２.希望者全員  ３.推薦された全員   
４.教育委員会で決定  ５.そのほか 
プログラム名 主催 対象 人数 
研修参加者
決定 
（例）新任校長研修  教育研究所 新任校長 89 名 １ 
（例）３年次校長研修  教育センター ３年次校長 56 名 1 
   名  
   名  
   名  



























（現状評価）１.課題が多い  ２.どちらかといえば課題がある  ３.どちらかといえば良い  





























































（例）国研大学 △△大学院専攻長○○○○教授 １ 
   
   
   
   



























































































































































































































































































































設問Ⅱ－１－２ 10 年間で変化した内容 












④ 人材育成 「教職員を管理・育成する力」 
「職員を公正・公平に評価した上で，人材育成の観点から的確な指導・助言ができる力」 




























































































「学校管理職選考を実施（12 月～1 月），合格者を名簿登載し（2 月）任用者を
決定し（3 月）着任する（4 月）」 


















































































































































































































































































































































































③  「『学校における組織力の向上』冊子を対象者に配布し，研修時以外でも活用できるようにしている」 
④  「教頭採用候補者名簿搭載者を対象として，学校組織マネジメント等に関する講義及び演習等を年間を通
じて企画し，8月に講話や演習を行い，10 月に組織の関係づくり等に関する講義及び演習を行っている」 
⑤  「管理職名簿に登載された年度ごとに実施し，幅広い内容の研修を受講できるように工夫している」 
⑥  「各教育こと務所ごとに，これから管理職となる教職員への心構えや注意点について，講話を中心に実施
いている」 
⑦  「園長・教頭第 1 次合格者等研修の『2 年次研修』及び『主幹教諭 2年目研修』の対象者については，勤
務校とは異なる教頭の実践的な取組を学ぶことによって，管理職として必要な資質をより一層向上させる






















































































































③ 教職員管理 「教職員及び管理職自身のメンタルヘルスについての配慮」 
④ OJT 「計画的・継続的に所属職員に OJTや OJD の手法を用いた研修
の充実」 
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